
水道事業会計 　「水道事業会計」は、上水道の施設維持管理経費や施設整備経費の収支を扱う会計です。
※平成29年度から簡易水道事業を統合しています。

支出総額35億3563万円（対前年度比2.1％増）

　平成29年度の新発田市の決算状況をお知らせします。詳しい内容は、
市ホームページをご覧いただくか、お問い合わせください。

【問合せ先】財務課財務係（☎28-9610）

一般会計

特別会計

　市役所新庁舎整備の完了により、歳入では市債が減少し、歳出では総務費が大きく減少しました。ま
た、東小学校建設事業や歴史図書館整備事業などにより教育費が増加しています。

　「特別会計」は、市が特定の事業を行う場合、その事業で得られる収入を財源として支出するため、
一般会計と区別して経理する会計です。

■土地取得事業　1588万円（68.1％減）
小規模な用地の先行取得などの経費

■国民健康保険事業（事業勘定）　108億1308万円
（3.3％減）
国民健康保険法に基づく医療サービスなどの経費

■国民健康保険事業（施設勘定）　4984万円
（19.0％減）
国保紫雲寺診療所の運営経費

■介護保険事業　96億420万円（5.1％増）
介護サービスなどの経費

■後期高齢者医療　9億2315万円（2.7％増）
高齢者医療サービスなどの経費

■農業集落排水事業　6億3332万円（12.2％減）
農業集落排水施設の維持管理・整備のための経費

■下水道事業　48億2677万円（0.3％減）
公共下水道施設の維持管理・整備のための経費

■宅地造成事業　3457万円（1751.6％増）
宅地として整備した用地の売却・維持管理のための経費

■西部工業団地造成事業　4億8736万円
（830.7％増）
佐々木地区に工業団地として整備した用地の売却・維持管理のた
めの経費

■食品工業団地造成事業　1億6786万円（58.7％減）
岡田地区に食品工業団地として整備した用地の売却・維持管理の
ための経費
■コミュニティバス事業　1億2235万円（7.9％増）
コミュニティバス・市街地循環バス運行のための経費

■藤塚浜財産区　3365万円（106.4％増）
藤塚浜財産区所有地の維持管理のための経費

※金額は歳出総額。（　）内は対前年度比。

【市債の残高は】
　一般会計の市債残高は、平成29年度末で 563億 636
万円です。市民1人当たりに換算すると57万2213円で、
県内20市の少ない方から8番目です。
【返済計画は？】
　市債の借入期間は、事業の内容によって、5年から40年
です。
　市では毎年度、入ってくるお金（歳入）と、行政運営や施
設整備などにかかるお金（歳出）の収支計画を立てて、財政
運営を行っていきます。
　収支計画の中では、平成39年度まで毎年度43億円から
54億円程度を計画的に返済していき、健全財政を堅持しま
す。

【返済は全額市税で賄うの？】
　平成29年度末残高のうち、約74％（415億3218万円）
は、国からの地方交付税で措置され、残りの約26％（147
億 7418万円）を市税で賄います。
【実質公債費比率はどれくらい？】
　「実質公債費比率」は、借入金の返済額などの大きさを指
標化した、資金繰りの危険度を示す比率です。
　財政収支が不均衡だったり、財政状況が悪化したりした場
合、自主的に財政健全化を図らなければならない基準（早期
健全化基準）は25.0％です。
　当市の実質公債費比率は7.4％で、この基準を下回ってお
り、昨年度の7.7％に比べて良くなっています。県内20市
の平均は11.1％です。

会計名

収益的収支

資本的収支

水道水をつくり、家庭に届けるための収支

浄水・配水施設の工事や配水管の整備などに
使用するための収支

21億3778万円

6億6960万円

19億5619万円

15億7943万円

1億8159万円の純利益

9億983万円の収入不足

内　容 歳　入 歳　出 収　支

衛生費2万5916円

民生費 13万5540円 総務費6万4489円

土木費5万52円

教育費6万1390円 公債費5万1937円

農林水産業費2万6529円 商工費1万9081円

歳入

市税市税
115億5241万円115億5241万円

繰入金繰入金
24億6939万円24億6939万円

繰越金繰越金
12億278万円12億278万円

使用料・手数料使用料・手数料
6億750万円6億750万円

寄附金寄附金
5億6540万円5億6540万円

分担金・負担金分担金・負担金
4億6634万円4億6634万円

諸収入ほか諸収入ほか
16億8560万円16億8560万円

地方交付税地方交付税
124億3663万円124億3663万円

国庫国庫
支出金支出金
51億51億
5361万円5361万円

市債市債
40億9703万円40億9703万円

県支出金県支出金
31億2998万円31億2998万円

地方消費税交付金地方消費税交付金
16億9651万円16億9651万円

地方譲与税地方譲与税
3億7329万円3億7329万円

その他その他
3億7817万円3億7817万円

458億
1464万円

民生費民生費
133億3732万円133億3732万円

総務費総務費
63億4574万円63億4574万円

教育費教育費
60億4082万円60億4082万円

公債費公債費
51億1065万円51億1065万円

土木費土木費
49億2520万円49億2520万円

農林水産業費農林水産業費
26億1046万円26億1046万円

衛生費衛生費
25億5017万円25億5017万円

商工費商工費
18億7756万円18億7756万円

消防費消防費
12億1370万円12億1370万円 その他その他

3億7656万円3億7656万円

※人口は平成29年度末の住民基本台帳人口98,401人による。

歳出
443億
8818万円

子どもや高齢者、障がいの
ある方の福祉などに使われ
るお金

行政運営や市税の賦課・徴
収などに使われるお金

道路、街路、公園の整備な
ど住環境を整備するために
使われるお金

借入金返済のために使われ
るお金

小・中学校、幼稚園、体育
施設や教育の振興に使われ
るお金

農業や林業、水産業の振興
のために使われるお金

健康診断などの市民の健康
維持、ごみの収集などに使
われるお金

商工業や観光の振興のため
に使われるお金

依存財源 自主財源

272億
6522
万円

185億
4942
万円

※資本的収支の収入不足額は、損益勘定留保資金などで補
ほ て ん

塡しました。

大規模な施設整備などに伴って
市債残高（借金）が多いけど…。市の財政は大丈夫？

広報しばた　平成30年 10月 15日 ④広報しばた　平成30年 10月 15日⑤

歳入は対前年度比7.0％減、歳出は対前年度比7.7％減

歳出総額277億1203万円（対前年度比0.2％減）

市民一人当たりの「一般会計」の歳出額は 45万1095円です
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